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組様式第7号（甲）

所

掌

1 1 3 * * * * * * * * * * *

令和  8年　6月 12 日

さいたま市中央区新都心11-＊

埼玉協議会　理事長　埼玉　太郎

算定方法

　　

令和 　8 年　6 月 26 日

№ 　１

一
連
番
号
も
忘
れ
ず
に
！

労働保険事務組合の

名　称

所在地

領収年月日　

代表者

労働保険事務組合　埼玉協議会

さいたま市中央区新都心１1-＊

理事長　埼玉　太郎　　　　　　　　　　　　　　　　

¥152,536計

¥551

¥151,985

拠
出
金

内
　
　

　

　
訳

一般拠出金

追 　徴　 金

延 　滞 　金

概算保険料
全・①・２・３

確定保険料

追 　徴　 金

延 　滞 　金

保
険

料

労働保険料等領収書（控）

種　　　別 受　領　金　額 摘　　　要

4 5

上記の金額を受領しました。

6 1 5

委託事業主の

金 Ұ 1

氏　　名 さいたま製作所

労働保険

番　　　号 ＊
枝番号

1 1 3 ＊ ＊
府　県 所掌

住　　所

＊
基　幹　番　号

＊

さいたま市浦和区春日1-1-＊

＊ ＊
管　轄

＊ ＊ ＊＊

一　般
551拠出金 27,555

0.02

1,000

還付額
202,654

202,654

期

別

納

付

額

区　分

第２期

第３期

概算保険料額

202,655

202,654

202,654

165,330

70,080

607,963

165,330

77,742

391,920

加　入

労働保険事務組合

令和７年度確定 令和８年度概算

第１期

合　　　　　　計

雇　用

各期納付額

151,985

27,029

627,330

6

1,000

14.5

合　　　　　　計

全　期

50,670

一般拠出金

差

引

額

充当額

労働保険料等納入通知書　　（事業主控）

申告済概算保険料
678,000

労　災

11,680

27,029

基幹番号 枝番号

住所

364,891

12,957
6

1,000

13.5

27,555
6

納
入
通
知
書

名　称

労　災

賃金総額

特　別

 さいたま製作所氏名

1,000

特　別

の

27,555
6

1,000

領
収
書

雇　用
1,000

組様式第8号

料率

不足額

賃金総額

概算保険料

1金 Ұ

料率

1,000

料率 確定保険料

4

上記金額を 労働保険料第　 1期分及び一般拠出金として令和　7　年　6　月　30　日ま でに当事務組合に納入してく ださい。

8 58

番　　　号

 さいたま市浦和区春日1-1-＊
委託事業主の

委託事業主から
労度保険料等の
交付を受けたら
必 ず 、 領収書を
発行してください。

賃金総額

労働保険

事務組合

労働保険

7

府県 管轄

所在地

加　入

殿

万 千 百 十 円

千円 千円円 円

① ⑥

②

③(②-①)

④(②-①又は②-①-③)

⑤(①-②)

⑦(⑥÷3）

⑨(⑥÷３)

⑪(⑥÷３)

⑧(⑦-③又は⑦+⑤)

⑩

⑫

円

円千円※

(注）※については、労災保険に係る賃金総額と同額を記入してください。ただし、

平成19年3月31日以前に成立した有期事業は、一般拠出金算定対象とはなりま

せんので、当該有期事業分を差し引いた賃金総額を記入してください。

円

殿

万 千 百 十 円

円

労働保険料等算定
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②  ☆                         の記入例 

 

令和７年度中に終了した元請工事がない場合は、報告書及び総括表の提出は必要ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 一括有期事業報告書は、一括有期事業総括表による「事業の種類」ごとに別葉とし、「事業開始時期」 

ごとに分けて記入してください。 

「請負代金の額」欄は、６頁を参照した金額を記入してください。 

※ 一般拠出金を算定する場合は、事業（工事）開始時期が平成 19 年 4 月 1 日以降のもののみを対象として 

記入し、申告してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 括 有 期 事 業 報 告 書

一 括 有 期 事 業 総 括 表

様式第７号（第34条関係）　（甲） 労　働　保　険

所掌

① ②

6 年 11 月 1 円 円 円

7 年 9 月 30

7 年 7 月 1

8 年 2 月 28

7 年 8 月 1

8 年 1 月 31

年 月

年 月

年 月

年 月

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

郵便番号（ )

年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 さいたま建設㈱　代表取締役　さいたま太郎

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

〔注意〕

　社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

  

7,935,000

住　所

7,245,000

(6,000,000)

埼玉 氏　名

330 - 006＊

令和８ 4 15 048 ＊＊＊ 8609

(6,000,000)

31,500,000 31,500,000

事業の種類
  35 建築事業
（既設建築物設備工事業を除く）

計

南邸増築工事
春日部市南
３ー１０ー＊＊

日から

日まで (6,000,000) (6,000,000)

小計
日から (6,000,000)

日まで

1 0 1 9 ＊

10,500,000

＊ ＊ 5 0 0

 ㋺請負代金に

加算する額

川口ハイツ増築工事 他２件
川口市川口
２ー１０ー＊

日から

日まで

浦和邸新築工事
さいたま市浦和区
岸町１ー４ー＊＊

日から

日まで 21,000,000

10,500,000 23 2,415,000

21,000,000 23 4,830,000

労 働 保 険 番 号

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

1

㋑請負代金の額 ㋥請負金額
労 務
費 率

賃  金  総  額

1

事　業　の　名　称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

請 負 金 額 の 内 訳 ③

＊1 1
枚のうち 1

事業主控一 括 有 期 事 業 報告 書 （ 建設 の事 業）

計　7,935,000

日から

日まで

㋩請負代金から

控除する額

(690,000)

枚目

(690,000)

31,500,000

さいたま市浦和区常盤５ー８ー＊＊

事 業 主

社 会 保 険

労 務 士

記 載 欄

作 成 年 月 日 ・

提 出 代 行 者 ・

事 務 代 理 者 の 表 示

氏 名 電話番号

開始時期が令和 7 年 3 月 31 日以前で 
あっても、令和 7 年度中に終了した元請 
工事は、もれなく記入してください。 

請負金額 500 万円未満の工事は 
取りまとめて記入できます。 

確定保険料申告の際には 提出用 を提出してください。

賃金で算定した工事は、このように 
カッコ書きで記入してください。 

「㊁請負金額」欄の額に労務費率(％)を 
乗じて得た額を、１円単位まで記入して 
ください。 
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別添様式

注

4 3 2 1

② ③

)

- - )

月

事業主

          ・・・
◎　「一括有期事業総括表」の留意事項

　「一括有期事業報告書」の記入終了後、「一括有期事業総括表」で「事業の種類」かつ「事業開始時期」ごとに取りまとめ、確定保険料・一般拠出金を算出します。

　※　一般拠出金を算出する場合は、事業（工事）開始時期が平成19 年４月１日以降のもののみを対象として記入し、申告してください。

(6,000,000)
31,500,000

別添一括有期事業報告書の明細を上記のとおり総括して報告します。

平成30年3月31日

以前のも の
37 その他の建設事業

平成27年3月31日

以前のも の

36

機械装置

の組立て又

は据付けの

事業

組立て又は取付け

に関するも の

その他のも の

合　　　計 7,935

令和６年3月31日

以前のも の

21

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

社

会

保

険

労

務

士

記

載

欄

作成年月日・提出代行者・事務代理者の表示 氏　　　　　　　　　名 電　　　話　　　番　　　号

さいたま市浦和区常盤５ー８ー＊＊住 所

埼玉 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

さいたま建設㈱　代表取締役　さいたま太郎氏 名

4 15年 日

郵便番号( 330 - 006＊

電話番号( 048 ＊＊＊ 8609

7,935
千円 1000分の

158
円

0.02

一

般

拠

出

金

と

は

、

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

5

条

第

１

項

に

基

づ

き

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

拠

出

金

を

指

す

。

78,382

（①を除いた合計） 一般拠出金率
一般拠出金額

（②×③）

平成19年3月31日

以前のも の

①

令和６年4月１日

以降のも の
23

15

24
17

1923

平成30年3月31日

以前のも の
22

6.5
令和６年3月31日

以前のも の
21

平成27年3月31日

以前のも の
7.5

令和６年4月１日

以降のも の
6

38
令和６年4月１日

以降のも の
6

平成30年3月31日

以前のも の
40

6.5

38 7.5
平成27年3月31日

以前のも の

令和６年3月31日

以前のも の

12

平成30年3月31日

以前のも の
23

平成30年４月１日

以降のも の

38 既設建築物設備工事業

平成27年3月31日

以前のも の
22

平成30年４月１日

以降のも の

13

15

75,3827,935 9.5

平成30年3月31日

以前のも の
23

35 建築事業

平成27年3月31日

以前のも の
21

11

34 鉄道又は軌道新設事業

令和６年4月１日

以降のも の
19

令和６年3月31日

以前のも の
24

9

平成27年3月31日

以前のも の
23

平成30年3月31日

以前のも の
25 9.5

17

平成30年４月１日

以降のも の
17

平成30年3月31日

以前のも の
9

10

33 舗装工事業

平成27年3月31日

以前のも の
18

32 道路新設事業

平成27年3月31日

以前のも の

平成30年４月１日

以降のも の
19

平成30年3月31日

以前のも の
11

20

前

年

度

に

メ

リ
ッ

ト

制

が

適

用

さ

れ

た

事

業

に

つ

い

て

は

、

メ

リ
ッ

ト

料

率

を

記

入

の

う

え

確

定

保

険

料

を

計

算

す

る

こ

と

。

一

括

有

期

事

業

報

告

書

（

様

式

第

７

号

（

甲

）

）

に

記

入

し

た

事

業

（

工

事

）

を

、

事

業

の

種

類

ご

と

に

合

算

し

、

本

表

に

よ

り

確

定

保

険

料

を

計

算

す

る

こ

と

。

令和６年4月１日

以降のも の
19 34

一

般

拠

出

金

は

事

業

（

工

事

）

開

始

時

期

が

平

成

1

9

年

４

月

１

日

以

降

の

す

べ

て

の

事

業

（

工

事

）

を

徴

収

対

象

と

す

る

。

16

1000分の

令和６年3月31日

以前のも の

保険料率
保  険  料  額

基準料率 ﾒﾘｯﾄ料率

31
水力発電施設、ずい道等新設事業

平成27年3月31日

以前のも の

円
18

円

89
平成30年3月31日

以前のも の
19 79

千円 1000分の

事 業 の 種 類 事業開始時期 請  負  金  額
労務

費率 賃  金  総  額

＊ ＊ ＊ 5 0 0

令和 ８

労 働 保 険 等 事業主控
令和 ７ 年度一括有期事業総括表　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号
府  県 所掌 管  轄 基  幹  番  号 枝  番  号

一括有期事業報告書 1 枚添付

1 1 1 0 1 9 ＊ 1

業種

番号

単位はパーセントに

なりますので、計算

する場合は１００で
割ってください。

単位は千円になり

ますので、千円未

満は切り捨てくだ
さい。

メリット制が適用

されている場合に、

使用してください。

確定保険料申告の際には 提出用 を提出してください。
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③ ☆総コンシステム利用の賃金等の報告（一括有期用）の記入例 

総合コンピュータシステムの留意事項 

・ 元請があった工事の「業種番号」に○をつける。 

・ 「4.常時使用労働者数」を記入する。 

・ 「6.新年度賃金見込額」の該当する箇所に○をつける。２に○をつけた場合、 

変更した額を記入する。３に○をつけた場合は、委託解除年月日を記入する。 

・ 「7.延納の申請」の選択する方に○をつける。 

※ 委託解除の場合は一括納付のみ。 

・ 特別加入者がいる場合、該当する「適用月数」及び、「希望する基礎日額」を 

記入する。 
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組機様式第8号

住所 〒 330-00**

さいたま市浦和区常盤5-8-**

事業主名 殿 浦和建設会

3.一括有期

事業報告書 枚添付

人分

確定 概算

01 12

№ 特別加入者の氏名

円

埼玉 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

円

1期

2期

円 円

円

円

円 円

円 円

④

特別加入者

その他のも
の

特別加入者の氏名
承認された 適用月数

基礎日額 確定 概算特別加入者の氏名
承認された 適用月数

基礎日額 確定

 浦和　太郎 1 4

承認された

基礎日額
円

000 00

円

基礎日額

希望する

12 12

適用月数

0

①

②

③

④

31

水力発電施設
ずい道等新設

事業

32

①
道路新設事業

②

建
　
　
設
　
　
業

37

①
その他の建設

事業 ②

③

④

①

②

③

④

36

機械装
置の組
立又は
据付け
の事業

組立又は
取付に関
するもの

業種
番号

事 業 の 種 類
開始
時期

保 険 料 等

*1 円 千円 円

労務
比率

2. 賃 金 総 額
労 災

保険料率等
メリット
料 率

②

③

④

①

②

③

③

④

33

①
舗装工事業

②

③

④

34

①
鉄道又は軌道

新設事業 ②

③

④

①
既設建築物設

備工事業 ②

③

35

①
建築事業

概算

保険料計

一般拠出金

№

円

26,438

22

23

円

円

円円

円

528

251,161

円

円 円

円

希望する

基礎日額

希望する

基礎日額

＊

予備欄3

＊

円円

予備欄2予備欄1
円

№

円

円

円 円

＊ ＊

3期
円 円 円

＊ ＊

円

作成者氏名

1. 請 負 金 額

府　県 所掌 管　轄 基　 幹 　番 　号 枝　番

1 1 1 ＊ ＊ 9 ＊ ＊ ＊ ＊ 5 0 0 1

18

18

17

23

25

24

19

21

23

23

23

労働保険番号

18

19

19

19

20

20

19

19

11

9.5

9.5

13

労働保険料等
算 定 基 礎 賃 金 等 の 報 告

一 括 有 期 事 業 総 括 表

5.事業の概要

6.5

6.5

89

79

62

34

16

11

11

11

10

9

9

9

17

9.5

9

7.延納の申請

1.一括納付

2.分納(3回)

6.5

6

19

17

22

21

21

23

24

24

23

6.5

円

1.前年度と同額

2.前年度と変わる

千円

3.委託解除年月日
年 月 日

4.委託解除拠出金納付済

②Ｂ 平成27年4月1日～

平成30年3月31日

③Ａ 平成30年4月1日～

令和6年3月31日

④Ｉ 令和6年4月1日～

＊2.特別加入者・保険料

    算定基礎額の計

21

1 4 9 5 0 0 0

①Ｃ 平成25年10月1日～

平成27年3月31日

＊1.開始時期

15

15

12

12

7.5

26,438 251,161

15

15

6

7.5

頁

事業場名 うらわ建設（株）

代表取締役　浦和　太郎 事務組合名

4.常時使用労働者数

6.新年度賃金見込み額

人

3501

5

事業場ＴＥＬ： 048-832-**** （ＴＥＬ：048-832-****　　　　　　　　  ）

9

17

0

代表取締役　浦和　太郎

別途一括有期事業報告書の明細及び算定基礎賃金等を
上記のとおり総括して報告します。

令和 年 月 日8 4 15 事業主氏名 うらわ建設㈱

計 114,950,000

④

38

1

23

23

38

40

38

38

浦和　花子

2 5 1 1 6 12 6 4 3 8

申告済概算保険料＊2

410,000

0.02

該

当

す

る

業

種

番

号

を

〇

で

囲

む

記 入 漏 れ の 無 い よ う に 注 意 す る こ と
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人

件 21 Ⓑ
＝

件 Ⓒ
＝

件 Ⓓ
＝

件

（郵便番号　　３３０　　－　　６０＊＊　　　）
電話番号（０４８）－６００－ ＊＊＊＊  番

件 21 Ⓑ
＝

件 Ⓒ
＝

件 Ⓓ
＝

件

（郵便番号　　３３０　　－　　６０＊＊　　　）

電話番号（０４8）－６００－ ＊＊＊＊  番

18,079

243,961

（特）

1,018

（注） 特別加入者の月割対象者がいる場合は、「特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳」（ P20参照。

所沢　三郎

組様式第６号（甲）

（特）

労災

保険
率

⑩

003

002

391,920

20,862

27,029

3

14.5

1,234,653

労

災
Ｂ

雇

用

（－）

⑨＋⑫の額を④欄の「常時使用労働者数」（雇用保険のみ成立している事業につ
いては、⑤欄の「被保険者」数）に基づき「１５人以下」、「１６人以上」の規模区分の
該当する欄に記入してください。

労働
保険
番号

の枝
番号

795,345

所沢　三郎

32

※⑭（一般拠出金算定に係る賃金総額）については、⑦（労災保険に係る賃金総額）の（－）と同額を記入して下さい。ただし、平成１９年３月３１日以前に成立した一括有期事業については、一般拠出金算定対象とはなりません。

代表者の氏名

1,216 1,078,459 439,308

98 5

834,387

計Ⓖ

1,147,506

乙

小　　　　　　　計

105

氏 名

労 働 保 険
労働保険事務組合　　埼玉協議会事 務 組 合 の 名 称

理事長　　埼玉　太郎
事 務 担 当 者

9

甲

2 件

3
387,620

件

5,632,401

さいたま市中央区新都心１１－＊所 在 地

6,108,696

件

14.0×（　　         　　）

計Ⓔ

計Ⓖ
9,525,024

11,880,285

円

件

9.0×（  　　　　   ）

13.0×（　　         　　）

Ⓕ Ⓗ ⓀⒶ

11,693,659

Ⓜ両

保
Ａ

27
件32 618 件

Ⓘ

計

Ａ

Ｂ

Ⓙ

5,598,798 6,094,861

2,216,073

11,741,097

Ⓛ

18,183

Ⓜ

※⑭（一般拠出金算定に係る賃金総額）については、⑦（労災保険に係る賃金総額）の（－）と同額を記入して下さい。ただし、平成１９年３月３１日以前に成立した一括有期事業については、一般拠出金算定対象とはなりません。

労 働 保 険

1１×（　　         　　）

⑲

件

件

Ⓐ

件

60,853

ⓀⒿ
4

小　　　　　　　計

件

Ⓛ

（特）

（計）

件

⑯

確定保険料

一般保険料

第1種特別

加入保険料

（※） (⑭× 0.02/1000)

賃金総額 一般拠出金

申告済概
算保険料

合計額（⑨＋⑫）

(規模区分別）
⑪

（－）

96,442

保険料
（⑦×⑧）

40,880

（特）

（計）

62,586

（－）

（計）

137,322

62,586

④

常 時

使 用

労 働 者

⑤

被保
険者

⑫

一般保険料

（⑩の(ﾊ)×⑪）

⑦

賃金総額

⑧

( 　）

雇用

保険
率

②

事業場の名称 業　　種

③

保　険

関　係
区　分

⑥

両

保 2

Ａ

Ｂ

（－）

労

災

( 　）

（特）

雇用

労災

両保

雇用

（－）

（特）

( 　）

（特）

（計）

（－）

（計）

（特）

両保 （－）

（計）

労災

（－）

労災

（特）

雇用

（－）

労災

両保

( 　）

（計）

（特）

（－）

（特）

両保

雇用

（－）

労災

（－）

（特）

雇用

（－）両保

168,525

6

1 6

189,000
雇用

357,525

労災

14.5（－）

（特）

（計）

（－）

3

75,8611,018 20 26,997 48,8646,747

14.5

14,761

005 ㈱Ｅ社 6 1 （特）

両保

労災

0

14.5

21,508

1

両保

3

（計）

2

雇用

2

272,025

68,508

1,231

（－）

（特）004 ㈲Ｄ社 9 8 0

14.56

11,418 22811,418 272,025106,464 165,561

14.5

165,561

（－）

11,418

6
（特）

6,326

（計）

2
（特）

4

雇用

（－）

106,464

㈲Ｃ社 4 8 0 1

両保

労災

㈲Ｂ社 9 8 0 2

両保

8

雇用

労災

17

20,862 380,060

14.5

262,145 324,731 417

＊ ＊ ＊

令和７年度の年度更新時に概算保険料として申告していた額を記入してく
ださい。ただし、令和７年度の年度途中に増額訂正又は減額訂正をした
場合については、その訂正後の概算保険料額を記入してください。

円

円

454,438

一般保険料

保険料

3.5

 アルファベットと♣マークは「申告書内訳｣と「申告書」のそれぞれ
 対応する欄を示します。

労働保険番号Ａ

府県
所
掌

管轄

1 1 3 ＊
確定

円

合　　計

（⑰＋⑱）

1000分の

労災保険
雇用保険

529,242137,322 391,920

円

1000分の 14.5

一般拠出金

円

551

⑭ ⑮

第1種特別

加入を含む

令和８年度 概算

令和８年度概算保険料

⑬ ⑰ ⑱

保 険 料 ・ 一 般 拠 出 金 申 告 書 内 訳

令和７年度確定保険料・令和８年度概算保険料（増額・減額）・一般拠出金

令和７年度

基幹番号

9 ＊ ＊ ＊

千円

27,555

１５人以下 16人以上

円

（特）

3,693

1,018
（－）

3,054

円

529,242

37,956

（特）

0 1

両保

3.5

千円

27,555
（－）

（特）001 ㈱Ａ社 6 4

①

労災

雇用

7

6

労災保険 雇用保険

円 千円

11,680

1000分の1000分の

⑨

円

賃金総額

計

3 件

円
甲

乙

Ａ

Ｂ

313,1194

円

Ⓘ

計Ⓔ

1
９×（  　    　　　　　） Ⓗ

324,731

事 務 組 合 の 名 称 労働保険事務組合　　埼玉協議会 所 在 地

Ⓕ

1
雇

用

1２×（　　         　　）

822,775

代表者の氏名

さいたま市中央区新都心１１－＊

理事長　　所沢　　博
事 務 担 当 者

氏 名

  用

④ 保険料・一般拠出金申告書内訳(手書用）

円

（計） （ハ）

　 提出済である場合については㊢）を必ず添付してください。

( )

( )

令和８年1月10日委託解除

個別へ移行（川口11102123456）

令和７年１１月２０日新規成立委託 個別より
（11106281126）

令和８年４月１日 事業開始 新規委託

Ａ

Ｂ

Ａ

報奨金の算定資料となります
ので、次の区分により記入して
ください。
ただし、事務組合の母体団体

の事業場及び新年度から新規
委託の事業場は 除きます。

１人～４人・両保険

１人～４人・片保険

５人～１５人・両保険

５人～１５人・片保険

甲
Ａ

乙

Ｂ

Ａ

Ｂ

ⓐ

ⓑ
ⓓ ⓕ ⓖ ⓗ ⓘ ⓙ ⓚ

一般労働者分と特
別加入者分をそれ
ぞれ計算し合算す
る。

委託年月日、その理由、委託前
の労働者保険番号等を記入して
ください。

委託解除年月日、その理由、次
の労働保険番号等を記入してく
ださい。

「申告書」に印書の「申告済概算保
険料」と同額となっているか確認し
てください。
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8

3
3

口座振替納付事務組合は申告書
と申告書内訳の１ページ目に口座
のゴム印を押印してください。

（注意！）
　　充当額が発生した場合は、労働保険料額への充当に限らせていただきます
　（充当意思「１」）。
　　ただし、新年度の概算保険料額より充当額の方が大きく第１期から第３期
　　までの概算保険料額全てに充当して、なお余りがある場合に限り、一般拠
　　出金への充当を可能といたします（充当意思「３」）。

申　告　書

1

労　働　局　用

9 ＊＊ ＊ ＊

府　　県
所

掌
基　幹　番　号

＊1 3 ＊

管　　轄

＊

労働保険番号Ｂ

労働保険番号Ａ

と同一のもの

適　用

月　数

円 月

氏　　　　名

佐藤　太郎
佐藤　三郎
佐藤　花子

14,000
12,000
6,000

16,000
14,000
3,500

円 月

１．新　 規

２．継　 続

③ 変　 更

４．脱退等

令和６年

度からの

給付基礎
日額

令和５年

度の給付

基礎日額

適　用

月　数
区　分

熊谷　保
熊谷　栄

14,000
8,000

11/28
死亡

14,000

１．新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

１．新　 規

２．継　 続

③ 変　 更

④ 脱退等

大宮　近夫
大宮　正

10,000
3,500

10,000
3,500

① 新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

① 新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

12
12

1/20

中途加入

10,000
3,500

１．新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

１．新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

＊

１．新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

＊＊

１．新　 規

２．継　 続

３．変　 更

４．脱退等

１．新　規

２．継　続

３．変　更

4．脱退等

⑳
第　1　種　特　別　加　入　者

基　幹　番　号

1 1 3 ＊

労働保険番号Ｂ

労働保険番号Ａ

と同一のもの

府　　県

＊

　　　　　　　枚のうち　　　　　枚目

労　働　局　用

＊9

所

掌
管　　轄

＊

川口　一郎
川口　二郎

脱退、新規加入の場合
は適用月数を記入してく
ださい。

月割り計算の場合は、
その理由及び年月日を
記入してください。

口 座

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 1

㉙

事

業

主

さいたま市中央区新都心１１-＊

（ハ）氏　名

理事長　埼玉　太郎

労働保険事務組合　埼玉協議会

㉓保険関係成立年月日

(3)個別

（イ）住　所

法人のときは

主たる事務所

　 の所在地

㉕

事業又は
作業の種類

法人のときは

代表者の氏名

（ロ）名　称

0

令和

継 続 事 業

項
4－

987654

項

37

321

令和　8　年　6　月　11　日

第3片「記入に当たっての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。

円

⑲

労災保険分

－

9 8

1 日

項

20

から

(ﾛ)

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 申 告済 概算 保険 料額

9

(ｲ)

概

算

･

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

令和 7 年

１０００分の

(ﾍ)

(ﾛ) (ﾛ) １０００分の

4 月

※ 各 種 区 分

管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

千円

4 月 1 日

申告書

項

1

標準

字体

下記のとおり申告します。

様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲）

労働保険 概算・増加概算・確定保険料

石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

＊ ＊ －

提 出 用

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

0 0 0

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

＊1 1 3 ＊ ＊ 9
項

2 さいたま市中央区新都心１１番地２
ランド・アクシス・タワー15階

あて先　〒３３０－６０１６

05 113 9416 92

②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

＊ ＊

元号

－
年

－
日月

－
日

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係

項
3

元号

※片保険理由コード

－
年

－
項
5

月

十 万 千 百 十 人 千 百 十十 万 項

10

人 項

71 0 5
項

6

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間

，

年 3 月

9 8 埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

項

9

31 日 まで

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

から 令和 8
(注2) (注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

せ

ん

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

条

第

1

項

に

基

づ

き

、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

一

般

拠

出

金

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

1 0
項
11 9 7

項
12

千円 円
1 1 7 4

， ， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

35 6 2
項

13
千円 円， ， ， ， ，

4 0 1
項

14

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

項
18

千円

項
196 1 0

円， ，
8 6 9 6

１０００分の (ﾍ)
1

項

35
一 般 拠 出 金

（注1）

(ﾍ)

，
8 1 8 3

項

36

(ｲ)

千円

まで

⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

円， ， ， ，

年 3 月 31 日⑪ 算 定 期 間 令和 8 年

労働保険料

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額

項

211 1 6 9
(ｲ)

円， ， ， ， ，
3 6 5 9

項
22

千円
5 5

円， ， ， ， ，
7 9 8

項
23

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

9 4
項

26
千円

6 0
円， ， ， ， ，

8 6 1
項

27

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－
項

28 －
項

29 3
項

30延納の申請 納 付 回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

円

㉑ 増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ●●●

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

1 円

差引額

充当額 139,188 円 円 ㉛法人番号

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

項 ●

38円
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 1 2 3 項

39還付額
， ， ，

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ)

円 3,758,699

㉒
第

1

期

初

期

全

期

又

は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

期

別

納

付

額

3,897,887 円 139,188 円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ))

円 円 18,183 円 3,776,882

㉔事業廃止等理由別紙のとおり

郵便番号 電話番号

３３０　　　＊＊＊＊

3,897,886 円 円 3,897,886
(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

円

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))

㉖ 加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険 ㉗ 特 掲 事 業

円 円 3,897,886
(4)労働者なし

円

3,897,886

(ロ)名　　称

( イ)所在地
㉘

事

業

（ イ ） 該 当 す る

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

円

(ﾍ)一般拠出金

(⑩の(ﾍ)‐㉒の(ﾎ))
(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

労働保険 （ ロ ） 該 当 し な い （　０４８　）　６００　　　＊＊＊＊

(1)廃止 (2)委託

(5)その他

不足額

口 座

円未満の端数は1期に

計上してください。

不足額

1:労働保険料
のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口 座

⑧欄、⑫欄は空欄として
ください。

ａ b

g

d

f

h

k

i
j

L
OCRで読み取りますので、てい

ねいに記入してください。

35
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⑤　保険料・一般拠出金申告書内訳(組機様式使用の場合）

　 ⑴　一元適用事業における一般保険料の算定について

　
・

・

　⑵　一元適用事業における一般拠出金の算定について
・

所掌 令和 7
1 1 3 ＊ ＊ 9 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 令和 8 事務組合名

甲

乙

丙

人 千円 円 千円 円 甲 円 円 円 円

乙

丙

64 01
甲

乙

丙

98 02
甲

乙

丙

48 01
人 甲

乙

丙

98 01
人 甲

乙

丙

61 16

人 甲 2

乙 1

丙 1

4

人 甲 18

2

乙 9

3

丙 6

38

組機様式第10号（続紙）

所掌

1 1 3 ＊ ＊ 9 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 　事務組合名

(円)

11,741,097 -139,1885,632,401

労働保険

一般拠出金は一般労働者の賃金総額（特別加入者は除く）×一般拠出金率により算定する。

賃金総額

令和6年11月20日 新規委託 個別より㈲Ｄ社

6,108,696

98
合　　　　　計

【 合　　　　　計 】

417
（株）Ｂ社

002

001

枝

番

号

事　業　場　の　名　称

事　業　主　の　名　称

75,861

22,526 14,781

府県 管轄 基幹番号

4,811,151 5,611,325

労働保 険 料 ・ 一 般 拠 出 金 申 告 書 内 訳

（注）①雇用保険料欄のAは一般の事業、Bは建設の事業以外の特掲事業、Cは建設の事業をあらわす。　　　②特別加入者区分欄の１は継続、２は変更、３は脱退等、４は新規をあらわす。

委託解除　R7.1.10
20,862 0.02

105 4,722,798

821,250

令和 7 年度 確定

事　業　主　の　名　称
賃 金 総 額 率 一般拠出金額

(1000分の　)

労働保険番号

枝

番

号

事　業　場　の　名　称

168,525 357,525

5,598,798 11,693,659

6,094,861

876,0003,913,699

1105-199905-1

27,555 0.02 551
（株）Ａ社

雇用保険事業所番号 業種番号

　 (千円)

32,025

189,000136,500
14.5

005

6.0

令和7年4月1日　新規委託
㈱Ｅ社

004

3.0 3.0 14.5

1104-199904-1 6,747 1,018 14,761 26,997

2
1,231 3,693 （11106281125）

2 1,018 3,054 21,508 12,216 48,864

30,660

1104-199903-1 106,464 73,653 99,168 276,147

2
6,326 37,956

㈲Ｃ社
4 11,418 68,508 272,025 345,678 68,508 176,979

6.0 6.0 14.514.5

17 20,862 62,586 380,060
3.0

令和7年1月10日　委託解除
14.5

1104-199901-1 137,322 139,236 558,185

002

8

㈲Ｂ社

1104-199902-1

003

5～15人 不足額

労働保険番号
府県 管轄 基幹番号

被保険者

規模区分確定保険料

一般賃金総額 一般保険料 一般保険料

合計小計

一般保険料

4人以下 申告済概算保険料

7

労働者
労　災　保　険 雇　用　保　険

確　　定　　保　　険　　料

労災保険 雇用保険

特別加入基礎額 特別加入保険料

概　算　保　険　料

小計 16人以上 過納額

一般保険料

年度 確定

年度 概算

枝
番

号

事　業　場　の　名　称
常時使用

事　業　主　の　名　称

保 険 料 ・ 一 般 拠 出 金 申 告 書 内 訳

雇用保険事業所番号 業種番号

特別加入保険料

001

3.5 3.5

6
11,680 40,880

㈱Ａ社

14.514.5

個別移行（11102123456）

96,442 454,438 96,442 418,949

324,731 55,329

529,242 101,833 42,794

18
82,529

230,590 293,533 313,666 833,792

324,731

30

（注）①雇用保険料欄のAは一般の事業、Bは建設の事業以外の特掲事業、Cは建設の事業をあらわす。　　　②特別加入者区分欄の１は継続、２は変更、３は脱退等、４は新規をあらわす。

27,029 391,920

18,079 262,145

11,418 165,561

小　　　　　計 529,242

834,387 1,147,506 -4,623 433,926 1,267,718

120,260

労災保険料と雇用保険料をそれぞれ個別に算定し両者を合算して労働保険料としているところであるが、徴収法第11条の趣旨に鑑み、一元適用事業
であって、労災保険の保険関係に係る賃金総額と雇用保険の保険関係に係る賃金総額が同じものについては、一般労働者に係る賃金総額×一般
保険料に係る保険料率（労災保険料＋雇用保険率）により一般労働保険料額を算定する。

上記により算定した一般保険料額を労災保険料と雇用保険料にそれぞれ記載する。なお、0.5の端数が生じた場合は、便宜上「1円」を「一般労働者に
係る労災保険料」に加算して記載する。（※総コン対応済み）

14.5

2,216,073

124,359

128,982

1,180,176

11,880,285

271,365

410,553

313,119

組機様式第１０号

27,555

62,586
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(円) (円)

1 14,000 2
2 12,000 2
3 6,000 2

1 14,000 3
2 8,000 2

1 10,000 1
2 3,500 1

1 4 ⑫
2 4 ⑫

(円)

申　告　書

労働保険事務組合　埼玉協議会

理　事　長　埼玉　太郎

事務担当者　所沢　三郎

頁

頁

第 １ 種 特 別 加 入 者

№ 氏　　名 基礎日額
区

分

佐藤　太郎 16,000
佐藤　三郎 14,000
佐藤　花子 3,500

熊谷　栄 14,000
熊谷　保（11/28死亡）⑧

川口　一郎③ 10,000
3,500

10,000
大宮　  正 3,500

労働保険事務組合　埼玉協議会

理　事　長　埼玉　太郎

事務担当者　所沢　三郎

保険事務組合 埼玉協議会

賃金総額 率 一般拠出金額
 (千円) (1000分の　　)

18,183

翌年度から

の基礎日額

事務組合　埼玉労働協会

大宮　近夫

川口　二郎③

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 1

労働保険事務組合　埼玉協議会

（ハ）氏　名

理事長　埼玉　太郎法人のときは

代表者の氏名

（ ロ ） 該 当 し な い

㉘
（イ）住　所

さいたま市中央区新都心１１-＊( イ )所在地
法人のときは

主たる事務所

事

業

　 の所在地

(ロ)名　　称 （ロ）名　称

㉖ 加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険

（ イ ） 該 当 す る

㉙

事

業

主

郵便番号 電話番号

㉗ 特 掲 事 業 ３３０　　　＊＊＊＊ （　０４８　）　６００　　　＊＊＊＊労働保険

円 円 3,897,886 円

第
３
期

(ﾇ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額(⑳の(ｲ)－
22の(ﾛ)－22の(ﾁ))

(ｦ)第3期納付額

((ﾇ)－(ﾙ))
㉔事業廃止等理由

(1)廃止 (2)委託
(3)個別 (4)労働者なし

3,897,886

3,897,886 円 円 3,897,886 円

(5)その他

3,776,882 円

第
２
期

(ト)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾁ)充当額

(⑳の(ｲ)－22の(ﾛ))

(ﾘ)第2期納付額

((ﾄ)－(ﾁ)) ㉕

事業又は
作業の種類 別紙のとおり

㉓保険関係成立年月日

3,758,699 円 円 18,183 円

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金分のみ)

(ﾍ)一般拠出金

(⑩の(ﾍ)‐㉒の(ﾎ))
(ﾄ)今期納付額((ﾆ)＋(ﾍ))

期

別

納

付

額

3,897,887 円 139,188 円 円

㉒
第

1

期

初

期

全

期

又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)充当額(⑳の(ｲ)) (ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ)) (ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

1 2 3 項
39還付額

， ， ，

5 1 2 3 4 5項 ●

38円
1 2 3 4

(ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))

1 項

37
円

差引額

充当額 139,188 円 円 ㉛法人番号

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額
円

㉑ 増 加 概 算 保 険 料 額
(⑭の(ｲ)-⑲)● ● ●●

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑱－⑩の(ｲ))
30充当意思

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい。

円

⑲ 申告済 概算 保険 料額

項

29 3
項

30延納の申請 納 付 回 数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－－
項

28

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－

円， ， ， ， ，
4 8 6 1

項
276 0 9

項
26

千円
雇用保険分

(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

円， ， ， ， ，
8 7 9 8

項

235 5 9
項

22
千円

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

千円 円， ， ， ， ，
9 3 6 5 9 項

211 1 6項
20

まで

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

9 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和概

算

･

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

⑪ 算 定 期 間 令和 8 年

（注1） 千円 円， ， ， ， ，
8 1 8 3 項

361項
35

(ﾍ) (ﾍ) １０００分の (ﾍ)
一 般 拠 出 金

円， ，
8 6 9 6

項

196 1 0
項

18
千円

雇用保険分
(ﾎ) (ﾎ) １０００分の (ﾎ)

円， ， ， ， ，
2 4 0 1

項

145 6 3
項

13
千円

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) １０００分の (ﾛ)

7
項
12

千円 円， ， ， ， ，
1 7 4 1 0 9

項
11 1

(注1)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

せ

ん

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

3

条

第

1

項

に

基

づ

き

、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

一

般

拠

出

金

労働保険料
(ｲ) (ｲ) １０００分の (ｲ)

まで

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）
(注2)

8 年 3 月 31 日4 月 1 日 から 令和

9 8 埼玉労働局

労働保険特別会計歳入徴収官殿

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

⑦ 算 定 期 間 令和 7 年

1 0 5
人 項

7

項

9

項

10

項

6

十 万 千 百 十

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 人

－
日 項

4
項
5－

年

－
月月

－
日 項

3

元号元号

－
年

－

0 0 0
項

2 さいたま市中央区新都心１１番地２
ランド・アクシス・タワー15階

②増加年月日（元号：令和は9） ③事業廃止等年月日（元号：令和は9） ※事業廃止等理由

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ －1 1 3 ＊ ＊ 9

枝 番 号 管轄(2) 保険関係等 業 種 産業分類

あて先　〒３３０－６０１６

05 113 9416 92

項
1

令和　8　年　6　月　11　日

※ 各 種 区 分
①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

第3片「記入に当たっての注意事項」をよく 読んでから記入してく ださい。

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いしま す。石綿健康被害救済法 一般拠出金 （一括有期事業を含む。）

下記のとおり申告します。 提 出 用

4 5 6 7 8 9
様式第６号　（第２４条、第２５条、第３３条関係）　（甲） 標準

字体 0 1 2 3
労働保険 概算・増加概算・確定保険料 継 続 事 業

申告書

不足額

口 座

不足額

1:労働保険料
のみに充当

2:一般拠出金

のみに充当
3:労働保険料

及び一般拠出

金に充当

口 座

35
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所掌

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

月 円

円

の

事務組合

名称 代表者氏名

　さいたま市中央区新都心１１－＊

労働保険事務組合　埼玉協議会 理事長　　埼玉　太郎

埼玉 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　　殿  電話　　（　０４８　）‐（　６００　）
　　　　　　　　＊＊＊＊　番

労働保険 所 在 地

上 記 の と お り 報 告 し ま す 。

人
計

（郵便番号　３３０　‐　＊＊＊＊　）　　　

１　加入

２　脱退、自動消滅等

令和　8年　７月　6日

円円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円

1,231,878
計2名

円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円

3,500 3 106,459 319,3770 0 4 川口　二郎
円

　８年１月20日
　～８年３月31日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円

10,000 3 304,167 912,5010 0 4 川口　一郎
円

　８年１月20日
　～８年３月31日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円円
　　年　月　日
　～　年　月　日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円

8

円

425,834 3,406,672

計1名
円

　　年　月　日
　～　年　月　日

１月分の保険
料算定基礎額

特例による保険
料算定基礎額

0 0 3 熊谷　保
　７年４月１日
　～７年11月28日

１　加入

２　脱退、自動消滅等

円

14,000

給 付 基 礎
日　　　　 額

当該保険料算定期間に

おける特別加入期間

特　例　に
よ る 理 由

1 1
加　入
月　数

別紙様式第２号

令和　7　年度分

特別加入保険料算定基礎額特例計算対象者内訳
（労働保険事務組合用）

１枚のうち　　１枚目

労働保険
番　　　号 ✽ ✽ ✽ ✽

枝
番号

府　　　県 管　　　轄 基　　幹　　番　　号

1 ✽ ✽ ✽ ✽

特別加入者
氏　　　　 名


